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下妻市自動販売機設置場所貸付等仕様書

下妻市（以下「市」という。）では、施設利用者及び職員の利便性の向上、災害時に

おける飲料水の確保、施設等の余裕スペースの活用並びに歳入確保を図るため、施設内

に自動販売機を設置する事業者（以下「設置業者」という。）を募集し、一般競争入札

によって決定する。

１ 入札物件

別紙１「入札物件一覧表及び設置場所」のとおり

※設置面積には、放熱余地及び回収ボックス設置分を含む。

２ 貸付等期間

令和７年６月１日から令和１２年５月３１日まで

※貸付等期間の更新は行わない。

３ 使用目的

「自動販売機の設置・運営」の目的に使用すること。

４ 支払金額

（１）貸付料等

落札者（設置業者）が入札した額（年額）に消費税額及び地方消費税額の相当

額を加算した額とする。なお、消費税法及び地方税法の改正等による税率の改正の

ため、消費税相当額が変更となる場合にあっては、法改正後の税率が適用される日

以降に係る期間に応当する貸付料等については、法改正後の税率に基づき計算した

額に改定する。

（２）その他経費（設置事業者負担分）

自動販売機（子メーターを含む。）の設置及び撤去に係る費用には、設置事業者

が負担とする。

電気料金については、毎年市から通知される金額を支払うものとする。

（３）支払額

ア 貸付料等

落札価格＋消費税額及び地方消費税額の相当額

※なお、物件番号２については、貸付料の内２分の１（小数点以下切り捨て）

を、独立行政法人日本スポーツ振興センターのスポーツ振興基金へ寄附するも



のとする。（別紙２「スポーツ振興基金における自動販売機寄附金の概要につい

て」を参照のうえ、設置事業者が日本スポーツ振興センターとの調整を行うこ

と。）

イ 電気料金

設置業者が自ら設置した子メーター（計量法（平成４年法律第５１号）に基づ

く検査に合格したものに限る。）により計測した電気使用量に基づき計算した額

とする。電気使用量については、市が定める期限までに報告すること。

電気料金の計算方法は、下記のとおりとする。

電気使用量（kWh）

×（公社）全国家庭電気製品公正取引協議会が定める目安単価＝電気料金

※目安単価が改訂された場合は、改訂月からその単価を適用する。

（４）貸付料等・電気料金の納付

各年度の貸付料等・電気料金は、市が定める期限までに一括して納付すること。

５ 設置に関する注意事項

（１）耐震対策（転倒防止対策）

自動販売機の設置にあたっては、「自動販売機の据付基準」（JIS規格）及び「自

動販売機据付基準マニュアル」（日本自動販売機工業会作成）を遵守した措置を講

じること。その際、できる限り施設等の躯体に負担がかからない方法で設置するこ

と。

（２）食品衛生

「食品、添加物等の規格基準」（食品衛生法（昭和22年法律第233号））、「自動販

売機の食品衛生に関する自主的取扱要領」（業界自主基準）等を遵守し、販売商品

の衛生管理に万全を尽くすものとする。また、商品販売に必要な営業許可を受ける

こと。

（３）連絡先の明記

自動販売機には、必ず緊急連絡先を明記し、自動販売機単体及び付属品、商品等

に関する苦情等は設置業者にて対応すること。

（４）事故責任

自動販売機の設置によって第三者に生じた事故が、市の責に帰さない事由による

場合は、設置業者が補償すること。

（５）商品・機種等の盗難・破損

市は、市の責によることが明らかな場合を除き、自動販売機に係る盗難事故や破

損事故等に関しては、その一切の責任を負わないこととする。

また、設置業者は、自動販売機がき損、汚損又は紛失したときは、速やかに復旧

することとし、復旧に係る経費は、設置業者が負担するものとする。



（６）機種の変更等

設置業者は、自動販売機の機種の交換等を行う場合は、あらかじめ市に申し出た

うえで、市の承諾を受けなければならない。

（７）原状復旧

設置業者は、自動販売機を撤去したときは、設置業者の責任と負担のもとに原状

復旧を行い、市の確認を受けなければならない。

６ 機器の条件

（１）設置場所が環境に配慮すべき地方公共団体の施設及び敷地内であることを鑑み、

環境負荷を低減した自動販売機を設置すること。

（２）商品購入時に過大な音や音声を発しないこと。

（３）1,000円紙幣が使用できること。

（４）電子マネー決裁や QR コード決済等のキャッシュレス決済機能を有した機器を

設置するよう努めること。

（５）災害時に自動販売機内の商品を無償提供できるものとする。その提供方法につい

ては、いわゆる災害対応自動販売機（ワイヤー式・バッテリー式・ハンドル式等で

停電時に無償提供を行うもの）で無くとも扉の鍵を開けるなどして無償提供可能な

ものであれば可とする。なお、停電時の無償提供は必須ではない。

７ 販売について

（１）販売品目について

販売品目については、缶、ビン、ペットボトル等密閉式の清涼飲料水とし、酒類

を販売しないこと。

（２）販売価格について

標準小売価格以下での販売を基本とすること。

８ 使用済み容器の回収

（１）回収ボックスの設置

原則として自動販売機１台に１個以上の割合で自動販売機付近の市が指定する

場所に設置すること。

（２）回収ボックスの規格

ア 素材

プラスチック製又は金属製とする。

イ 容積

回収頻度と回収量を考慮し、回収ボックスから空き缶等の使用済み容器が溢れ

たり、周囲に散乱しない十分な収容容積とすること。



ウ その他

使用済み容器以外の投入を禁止する旨の表示をするほか、使用済み容器投入口

は紙等の一般ごみが入りにくい形状を有するもの又はそのための仕掛けのある

ものとし、一般ごみの混入防止を図るものとする。

（３）使用済み容器の処理

容器包装リサイクル法（平成７年法律第 112号）、下妻市空き缶等散乱防止に

関する条例（昭和 59年条例第 21号）第３条など、関係法令に基づいて適切に処理

すること。

９ 維持管理について

（１）商品の補充及び変更、賞味期限の確認、売上金の回収及び釣銭の補充並びに自販

機内部・外部及び設置場所周辺の清掃を行うこと。

（２）賞味期限の確認など、安定した高品質の商品を提供するための品質保証活動を行

うこと。

（３）専門技術サービス員による保守業務を行い、適正な維持管理に努めるほか、故障

等の連絡時には即時対応すること。

１０ 特記事項

（１）災害時における自動販売機商品の無償提供に関する協定書について

地震、風水害等の災害時に、自動販売機内の商品を無償提供することについて、

市と別途協定書を締結すること。ただし、既に市と「災害時における救援物資提供

に関する協定書」を締結している設置業者に関しては改めて当該協定書を締結する

必要はない。

（２）報告書の提出

毎年４月末までに前年度の商品の月ごとの売上本数及び売上金額等について、市

へ販売実績報告書（任意の様式）を提出すること。

（３）損害について

周辺環境の変化等により、売上本数および売上金額が減少した場合において、市

に一切の責はないものとする。

（４）その他

仕様書及び契約書に定める事項のほか、地方自治法（昭和 22年法律第 67号）、

地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号）、下妻市公有財産規則（平成 20年規

則第 10号）その他関係法令等の規定を遵守すること。


